
議案第１２５号 

さいたま市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

さいたま市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定める。 

令和２年６月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正す

る条例 

さいたま市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例（平成１３年さいた

ま市条例第２６３号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（既存の建築物に対する制限の緩和） （既存の建築物に対する制限の緩和） 

第１２条 ［略］ 第１２条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 法第３条第２項の規定により第７条又は第９条

第１項若しくは第２項の規定の適用を受けない建

築物について、増築又は改築をする場合において

は、法第３条第３項第３号及び第４号の規定にか

かわらず、当該増築又は改築に係る部分以外の部

分に対しては、これらの規定は、適用しない。

４ 法第３条第２項の規定により第４条第１項、第

５条第１項から第３項まで、第６条第１項若しく

は第２項、第７条又は第９条第１項若しくは第２

項の規定の適用を受けない建築物について、大規

模の修繕又は大規模の模様替をする場合において

は、法第３条第３項第３号及び第４号の規定にか

かわらず、これらの規定（第４条第１項の規定に

あっては、用途の変更を伴わないものに限る。）

は、適用しない。 

３ 法第３条第２項の規定により第５条第１項から

第３項までの規定の適用を受けない建築物につい

て、大規模の修繕又は大規模の模様替をする場合

においては、法第３条第３項第３号及び第４号の

規定にかかわらず、第５条第１項から第３項まで

の規定は、適用しない。 

５ 法第３条第２項の規定により第５条第１項から



 第３項まで、第６条第１項若しくは第２項、第７

条又は第９条第１項若しくは第２項の規定の適用

を受けない建築物について、その用途を変更する

場合においては、法第８７条第３項の規定にかか

わらず、これらの規定は、適用しない。 

別表第１（第３条、第９条関係） 別表第１（第３条、第９条関係） 

項 名称 区域 

１～

６８ 

 ［略］ 

６９ 大宮南銀

座地区地

区整備計

画区域 

都市計画法第２０条第１項

の規定により告示された大

宮南銀座地区地区計画の区

域のうち、地区整備計画が

定められた区域 

項 名称 区域 

１～

６８ 

 ［略］ 

別表第２（第４条―第９条関係） 別表第２（第４条―第９条関係） 

１～２８ ［略］ １～２８ ［略］ 

２９ 宮原団地地区地区整備計画区域 ２９ 宮原団地地区地区整備計画区域 

区分

地区 
ア イ ウ エ オ カ

Ａ地

区（宮

原団地

地区地

区計画

の地区

整備計

画図に

表示す

るＡ地

区をい

う。）

次に掲げる用途に供す

る建築物以外の建築物

 ⑴ 法別表第２(い)項

第１号及び第２号

に規定するもの（

３戸以上の長屋を

除く。ただし、令

和２年８月１日に

おいて現に存する

３戸以上の長屋の

敷地に、当該長屋

の戸数以下の長屋

を建築する場合は、

この限りでない。

）並びに第４号及

び第８号に規定す

［略］

 るもの 

 ⑵ ［略］ 

Ｂ地

区（宮

原団地

地区地

区計画

の地区

整備計

画図に

表示す

るＢ地

次に掲げる用途に供す

る建築物以外の建築物

 ⑴ 法別表第２(い)項

第１号及び第２号

に規定するもの（

３戸以上の長屋を

除く。ただし、令

和２年８月１日に

おいて現に存する

３戸以上の長屋の

 ［略］

区分

地区 
ア イ ウ エ オ カ

Ａ地

区（宮

原団地

地区地

区計画

の地区

整備計

画図に

表示す

るＡ地

区をい

う。）

次に掲げる用途に供す

る建築物以外の建築物

⑴ 法別表第２(い)項

第１号、第２号、

第４号及び第８号

に規定するもの 

 ［略］

⑵ ［略］ 

Ｂ地

区（宮

原団地

地区地

区計画

の地区

整備計

画図に

表示す

るＢ地

次に掲げる用途に供す

る建築物以外の建築物

⑴ 法別表第２(い)項

第１号、第２号、

第４号及び第８号

並びに同表(ろ)項第

２号に規定するも

の 

 ［略］



区をい

う。）

敷地に、当該長屋

の戸数以下の長屋

を建築する場合は、

この限りでない。

）並びに第４号及

び第８号に規定す

るもの並びに同表

(ろ)項第２号に規定

するもの 

 ⑵ ［略］ 

区をい

う。）

⑵ [略] 

３０ 大宮駅西口第四地区地区整備計画区域 ３０ 大宮駅西口第四地区地区整備計画区域 

区分

地区 
ア イ ウ エ オ カ

業務

・商業

複合地

区（大

宮駅西

口第四

地区地

区計画

の地区

整備計

画図に

表示す

る業務

・商業

複合地

区をい

う。）

［

略

］

次の表の左欄に掲げる

敷地面積の区分に応じ、

同表右欄に掲げる数値

（敷地面積が５００平

方メートル以上の場合

であって、高度利用地

区（都市計画法第８条

第１項第３号に規定す

る高度利用地区をいう。

以下同じ。）、特定街

区（同項第４号に規定

する特定街区をいう。

以下同じ。）、法第５

９条の２第１項の規定

による許可、都市再生

特別地区（都市再生特

別措置法（平成１４年

法律第２２号）第３６

条第１項に規定する都

市再生特別地区をいう。

以下同じ。）その他法

令の規定により建築物

の容積率の特例の適用

を受けるときは、この

限りでない。） 

 [略] 

［略］ 

［略］ 

区分

地区 
ア イ ウ エ オ カ

業務

・商業

複合地

区（大

宮駅西

口第四

［

略

］

次の表の左欄に掲げる 

敷地面積の区分に応じ、

同表右欄に掲げる数値 

［略］

地区地

区計画

の地区

整備計

画図に

表示す

る業務

・商業

複合地

区をい

う。）

 [略] 

［略］ 

３１～４４ ［略］ ３１～４４ ［略］ 

４５ 武蔵浦和駅周辺地区地区整備計画区域 ４５ 武蔵浦和駅周辺地区地区整備計画区域 

区分

地区 
ア イ ウ エ オ カ

 第１

－Ａ（

イ）地

区（武

蔵浦和

［

略

］

次の表の左欄に

掲げる建築物の

容積率の区分に

応じ、同表右欄

に掲げる数値（

１０分の

６（当該

敷地が接

する都市

計画道路

 [ 

略] 

区分

地区 
ア イ ウ エ オ カ

第１

－Ａ（

イ）地

区（武

蔵浦和

［

略

］

次の表の左欄に

掲げる建築物の

容積率の区分に

応じ、同表右欄

に掲げる数値 

１０分の

６（当該

敷地が接

する都市

計画道路

 [ 

略] 



駅周辺

地区地

区計画

の地区

整備計

画図に

表示す

る第１

－Ａ（

イ）地

区をい

う。）

 法第６８条の３

第１項の規定に

よる認定を受け

る場合は、この

限りでない。）

 [略] 

大谷場高

木線が法

第４２条

第１項各

号のいず

れかに規

定する道

路となっ

た場合は、

１０分の

７） 

［略］ 

駅周辺

地区地

区計画

の地区

整備計

画図に

表示す

る第１

－Ａ（

イ）地

区をい

う。）

大谷場高

木線が法

第４２条

第１項第

１号又は

第４号に

規定する

道路とな

った場合

は、１０

分の７）

 [略] 

［略］ 

４６～６８ ［略] ４６～６８ ［略] 

別表第２に次のように加える。 

６９ 大宮南銀座地区地区整備計画区域 

区分

地区 
ア イ ウ エ  オ カ 

大宮 １階部分を次 １０分の６０（地  ⑴ 建築物の外 １００平方メ ４５メートル

南銀座

地区地

区計画

の地区

整備計

画図に

表示す

る地区

に掲げる用途

に供する建築

物 

 ⑴ 倉庫業 

を営む倉 

 庫 

⑵ 法別表 

第２(と)項 

第３号に 

規定する 

事業を営 

む工場 

区施設（道路）の

部分の面積につい

ては、当該容積率

の算定の基礎とな

る敷地面積から除 

く。また、高度利 

用地区、特定街区、

法第５９条の２第 

１項の規定による

許可、都市再生特

別地区その他法令

の規定により建築

物の容積率の特例

の適用を受ける場

合は、この限りで

ない。） 

 壁等から道路 

中心線までの 

距離 ４メー 

トル 

⑵ 前面道路の

路面の中心か

らの高さが２ 

．５メートル 

までの建築物 

の外壁等から 

地区施設（道 

路）境界線ま 

での距離 １ 

メートル 

ートル（地区

施設（道路）

の部分の面積

については、

当該敷地面積

から除く。ま

た、公衆便所、

巡査派出所、

公共用歩廊そ

の他これらに

類する建築物

で公共公益上

必要なものは、

この限りでな

い。） 

（高度利用地

区、特定街区、

法第５９条の

２第１項の規

定による許可、

都市再生特別

地区その他法

令の規定によ

り建築物の容

積率の特例の

適用を受ける

場合は、この

限りでない。

） 

附 則 

この条例は、令和２年８月１日から施行する。ただし、別表第２の３０ 大宮駅西

口第四地区地区整備計画区域の表及び４５ 武蔵浦和駅周辺地区地区整備計画区域の

表の改正は、公布の日から施行する。 


